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７５
歳
以
上
の
医
療
費
倍
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対
象
２００
万
～
６０５
万
人 

資料：朝日新聞より 

                             

                             

         

厚
生
労
働
省
は
１１
月
１９
日
、
７５
歳

以
上
の
後
期
高
齢
者
が
医
療
機
関
で

支
払
う
窓
口
負
担
に
つ
い
て
、
最
小
で

２
０
０
万
人
、
最
大
で
６
０
５
万
人
を

現
行
の
原
則
１
割
か
ら
２
割
に
引
き

上
げ
る
な
ど
と
し
た
、
患
者
負
担
増
の

複
数
案
を
社
会
保
障
審
議
会
の
部
会

に
示
し
ま
し
た
。 

 

後
期
高
齢
者
の
窓
口
負
担
は
現
在
、 

年
収
約
３
８
８
万
円
以
上
の
人
は
「
現

役
並
み
」
だ
と
し
て
３
割
に
し
て
い
ま

す
。
全
体
の
７
％
を
占
め
る
約
１
３
０ 

万
人
が
対
象
で
す
。
そ
れ
以
外
は
１
割

負
担
で
「
一
般
所
得
」
の
人
（
全
体
の 

５２
％
、
約
９
４
５
万
人
）
と
非
課
税
所

帯
が
対
象
の
「
低
所
得
」
の
人
（
同
４１ 

％
、
約
７
４
０
万
人
）
に
分
か
れ
て
い

ま
す
。 

 

１
割
負
担
の
人
で
「
一
定
所
得
以
上 

」
を
２
割
に
す
る
と
し
た
政
府
方
針
に 

      

基
づ
き
、
厚
労
省
は
２
割
負
担
の
対
象

と
し
て
「
年
収
２
４
０
万
円
以
上
（
単 

身
世
帯
）
の
役
２
０
０
万
人
」
か
ら
「 

年
収
１
５
５
万
円
以
上
（
同
）
の
６
０ 

５
万
人
」
ま
で
の
５
案
を
提
示
。 

 

ま
た
、
紹
介
状
な
し
で
大
病
院
を
受

診
し
た
患
者
に
、
窓
口
負
担
と
は
別
に

５
千
円
以
上
（
初
診
）
の
追
加
負
担
を

義
務
付
け
る
制
度
に
つ
い
て
、
７
千
円

以
上
に
引
き
上
げ
る
な
ど
の
案
も
同

時
に
提
示
し
ま
し
た
。 

            

窓

口

負

担 

１
割

２
割 

 

厚
労
省
提
示 

 

「後期高齢者医療」制度 
 

財務省が増え続ける社会保障費の、圧縮・削減に向けた案を 

示しました。この案では、75 歳以上の後期高齢者医療制度の 

窓口負担の１割から２割への引き上げなど、高齢者に痛みを 

強いる中身が盛り込まれています。 

後期高齢者医療制度の窓口負担増は、財務省が繰り返し求め 

てきたものですが、国民の反対で実施できなかったものです。 

それをまた持ち出したのは、とにかく高齢者に負担を押し付けたい執念のあらわれです。 
 

年金は目減り、その上医療費の負担増 
 

頼りの年金も目減りするなど高齢者の生活苦が続くもとで、新たな負担増は格差と貧困に

拍車をかけることにしかなりません。もともと後期高齢者医療制度は、公的医療費への国

の財政支出を削るための「医療構造改革」の一環として 2008 年に開始されたものです。 

75 歳以上の高齢者 (65～74 歳の障害者は申請）を対象にし、75 歳になると、それまで入っ

ていた国民健康保険や協会けんぽなどから脱退させられ、｢後期医療｣ に加入することにな

りました。現在約 1700 万人が入っています。     （厚労省案は下段資料を参照） 

 


